
【様式第１号】

（単位：千円）
金額 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 80,037,317 固定負債 41,948,726

有形固定資産 72,421,988 地方債 31,358,535
事業用資産 33,492,686 長期未払金 -                

土地 4,366,485 退職手当引当金 2,355,784
立木竹 3,410,034 損失補償等引当金 -                
建物 70,058,741 その他 8,234,407
建物減価償却累計額 -48,417,977 流動負債 3,615,793
工作物 4,135,842 1年内償還予定地方債 3,329,036
工作物減価償却累計額 -746,256 未払金 141,593
船舶 -                未払費用 -                
船舶減価償却累計額 -                前受金 560
浮標等 -                前受収益 -                
浮標等減価償却累計額 -                賞与等引当金 128,999
航空機 -                預り金 15,604
航空機減価償却累計額 -                その他 -                
その他 -                
その他減価償却累計額 -                
建設仮勘定 685,817

インフラ資産 35,780,365
土地 93,036
建物 1,247,145
建物減価償却累計額 -420,887
工作物 87,950,115
工作物減価償却累計額 -53,493,666
その他 -                負債合計 45,564,518
その他減価償却累計額 -                【純資産の部】
建設仮勘定 404,621 固定資産等形成分 83,626,764

物品 7,613,202 余剰分（不足分） -43,868,048
物品減価償却累計額 -4,464,265 他団体出資等分 -                

無形固定資産 536
ソフトウェア -                
その他 536

投資その他の資産 7,614,793
投資及び出資金 74,410

有価証券 26,135
出資金 48,275
その他 -                

投資損失引当金 -                
長期延滞債権 219,762
長期貸付金 42,042
基金 6,351,047

減債基金 843,656
その他 5,507,392

その他 944,355
徴収不能引当金 -16,824

流動資産 5,285,917
現金預金 1,386,422
未収金 106,443
短期貸付金 -                
基金 3,792,385

財政調整基金 3,792,385
減債基金 -                

棚卸資産 2,022
その他 -                
徴収不能引当金 -1,354

純資産合計 39,758,716
資産合計 85,323,234 負債及び純資産合計 85,323,234

科目 科目

全体貸借対照表
(令和6年4月31日現在）



【様式第２号】

（単位：千円）
金額

【純経常行政コスト】
経常費用 19,952,129

業務費用 10,233,965
人件費 2,624,621

職員給与費 1,806,602
賞与等引当金繰入額 128,899
退職手当引当金繰入額 244,682
その他 444,438

物件費等 7,327,296
物件費 3,856,566
維持補修費 255,476
減価償却費 3,215,253
その他 -                

その他の業務費用 282,049
支払利息 157,588
徴収不能引当金繰入額 17,267
その他 107,193

移転費用 9,718,164
補助金等 4,709,170
社会保障給付 4,999,391
他会計への繰出金 -                
その他 9,603

経常収益 1,461,307
使用料及び手数料 1,099,297
その他 362,010

純経常行政コスト 18,490,822
【純行政コスト】

臨時損失 56,312
災害復旧事業費 21,972
資産除売却損 34,340
投資損失引当金繰入額 -                
損失補償等引当金繰入額 -                
その他 -                

臨時利益 80,553
資産売却益 80,495
その他 58

純行政コスト 18,466,581

科目

全体行政コスト計算書
自令和 5年4月 1日
至令和 6年3月31日



【様式第３号】

（単位：千円）

固定資産 余剰金
等形成分 （不足分)

前年度末純資産残高 40,526,889 83,471,355 -42,944,466 -                 
純行政コスト（△） -18,466,581 -18,466,581 -                 
財源 17,313,275 17,313,275 -                 

税収等 12,403,415 12,403,415 -                 
国県等補助金 4,909,860 4,909,860 -                 

本年度差額 -1,153,305 -1,153,305 -                 
固定資産等の変動（内部変動） -229,724 229,724

有形固定資産等の増加 3,046,934 -3,046,934
有形固定資産等の減少 -3,377,514 3,377,514
貸付金・基金等の増加 853,636 -853,636
貸付金・基金等の減少 -752,779 752,779

資産評価差額 -                 -                 
無償所管換等 26,847 26,847
その他 358,286 358,286 -                 
本年度純資産変動額 -768,173 155,408 -923,582 -                 

本年度末純資産残高 39,758,716 83,626,764 -43,868,048 -                 

他団体出資等分

全体純資産変動計算書
自令和 5年4月 1日
至令和 6年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 16,427,942

業務費用支出 6,709,778
人件費支出 2,378,349
物件費等支出 4,066,648
支払利息支出 157,588
その他の支出 107,193

移転費用支出 9,718,164
補助金等支出 4,709,170
社会保障給付支出 4,999,391
他会計への繰出支出 -                
その他の支出 9,603

業務収入 16,727,952
税収等収入 11,977,057
国県等補助金収入 3,324,254
使用料及び手数料収入 1,076,292
その他の収入 350,348

臨時支出 21,972
災害復旧事業費支出 21,972
その他の支出 -                

臨時収入 701,755
国県等補助金収入 701,755
その他の収入 -                

業務活動収支合計 979,793
【投資活動収支】

投資活動支出 3,735,166
公共施設等整備費支出 2,885,290
基金積立金支出 837,876
投資及び出資金支出 -                
貸付金支出 12,000
その他の支出 -                

投資活動収入 1,995,458
国県等補助金収入 1,059,310
基金取崩収入 734,708
貸付金元金回収収入 18,071
資産売却収入 81,725
その他の収入 101,643

投資活動収支合計 -1,739,708
【財務活動収支】

財務活動支出 3,148,426
地方債償還支出 3,148,426
その他の支出 -                

財務活動収入 3,467,038
地方債発行収入 3,467,038
その他の収入 -                

財務活動収支合計 318,612
本年度資金収支額 -441,304
前年度末資金残高 1,813,028
本年度末資金残高 1,371,724

前年度末歳計外現金残高 14,920
本年度歳計外現金増減額 -223
本年度末歳計外現金残高 14,697
本年度末現金預金残高 1,386,422

科目

全体資金収支計算書
自令和 5年4月 1日
至令和 6年3月31日
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全体財務書類における注記 

 

１． 重要な会計方針 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの 

備忘価格１円で記載 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路等の敷地については、備忘価額１円と

しています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･・・・・・・・・・・再調達原価 

（２） 有価証券の評価基準及び評価方法 

   満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のない有価証券・・・・・・・・・取得原価 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産･････････定額法 

②無形固定資産・・・・・・・・・定額法 

（ソフトウエアについては、当町における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によっています。） 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

①徴収不能引当金 

長期延滞債権について過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま

す。 

②退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

③賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額

について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（５） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金） 

なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 
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（６） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品の計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産とし

て計上しています。 

  ② 会計間の相殺消去 

   会計間の繰入及び繰出を相殺消去した金額で表示しています。 

  ③ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   税込み方式によっています。 

 

２． 重要な会計方針の変更等 

該当事項はありません。 

 

３． 重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

４． 偶発債務 

該当事項はありません。 

 

５． 追加情報 

（１） 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

①全体財務書類の対象範囲は一般会計及び次の会計です。 

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

個別排水処理事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

 

②地方自治法第 235 条の 5に基づく出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

もって会計年度末の計数としています。 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

  

④ 地方公共団体の財政健全化に関する法律における健全化判断比率の状況 

  実質赤字比率   ： － 

  連結実質赤字比率： － 

  実質公債費比率  ： 10.6％ 

  将来負担率      ： 25.4％ 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 

       2,549 千円 

⑥ 繰り越し事業に係る将来の支出予定額 
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      7,357 千円 

 

（２） 貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

土地  4,376,703 千円内、売却可能資産 962,287 千円 

建物 21,640,764 千円内、売却可能資産 320,215 千円 

②  繰替運用の内容 

歳計現金に一時的に不足が生じる場合、効率性を勘案の上、基金から一時的な借入（繰替運

用）を行っています。 

その主な内容は、次の通りです。 

基金の名称 期間 繰替運用額 

財政調整基金 R6.2.20～R6.5.31 1,400,000 千円 

財政調整基金 R6.3.1～R6.5.31 500,000 千円 

財政調整基金 R6.3.21～R6.5.31 1,200,000 千円 

 

③  地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額

に含まれることが見込まれる金額。 

    21,849,305 千円 

 

（３） 行政コスト計算書に係る事項 

該当事項はありません。 

 

（４） 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

①  固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５） 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支-499,160 千円 

② 地方自治法第 235 条の 4 第 1 項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 


